
吉敷地域反射鏡設置等補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は交通事故防止のために、反射鏡を設置、又は修復しようとする町内会等に

対し、吉敷地区地域づくり協議会（以下「協議会」という。）が行う補助金の交付について

必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象） 

第２条 補助金の交付対象となる反射鏡は、山口市が所有する河川法（昭和３９年法律第１６

７号）が適用又は準用されない河川、道路法（昭和２７年法律第１８０号）が適用されない

道路（道路側溝を含む）及び日常生活道路として公共性のある私道に町内会等の地域団体が

設置するものとする。 

（補助率） 

第３条 毎年予算の範囲内で、当該事業に要した経費の５０％以内を交付する。ただし、新設

については上限を５万円、修復については上限を２万５千円とする。 

２ 前項により算出した額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助の申請） 

第４条 補助金の交付を申請しようとする町内会等（以下「申請者」という。）は工事着手前

に、反射鏡設置等補助金交付申請書（様式第１号）に次の書類を添えて協議会に提出しなけ

ればならない。 

(1) 位置図 

(2) 反射鏡設置（修復）事業に関する同意書（様式第２号） 

(3) 経費の明細書（見積書） 

(4) 道路占用許可証(公道に設置する場合)又は所有者の同意書(私有地に設置する場合) 

（審査会） 

第５条 協議会は、前条の申請があったときは役員その他会長が認める者で構成する審査会を

開催し、その内容を審査しなければならない。 

（交付の決定） 

第６条 協議会は、前条の審査により申請の内容を適当と認めるときは、補助金交付の決定を

行い、反射鏡設置等補助金交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知するものと

する。 

（完了報告） 

第７条 前条の規定により通知を受けた申請者は、設置又は修復を完了したときは、反射鏡設

置等完了報告書（様式第４号）に次の書類を添えて協議会に提出しなければならない。 



(1)  施工業者発行の領収書又は請求書の写し 

(2)  その他協議会が必要と認めるもの 

２ 申請者は、工事代金を施工業者に支払う前に補助金の交付を受ける場合は、補助金の交付を

受けた後速やかに施工業者に工事代金を支払い、施工業者発行の領収書の写しを協議会に提出す

るものとする。 

（補助金額の確定及び交付） 

第８条 協議会は、前条の完了報告書を審査の上、適当であると認めるときは、補助金の額を確

定し、反射鏡設置等補助金確定通知書（様式第５号）により通知するものとする。ただし、確

定額が第６条の交付決定の額と同額の場合は、通知を省略することができる。 

２ 前項の確定を受け、申請者は、請求書（様式第６号）を協議会に提出し、協議会は速やかに

補助金を交付するものとする。 

（取消又は返還） 

第９条 協議会は、この要綱による補助金の交付決定を受けた申請者が、次の各号のいずれかに

該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、又はすでに交付した補助金の全額若しくは一

部を返還させることができる。 

(1) 提出された書類の記載事項に重大な偽りがあったとき。 

(2) 補助金の対象となった事業の目的外に使用したとき。 

(3) その他不正な行為があったとき。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、協議会が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年５月１１日から施行する。 


